
   

維 持 管 理 計 画 

１．埋立管理 

１）搬入管理 

(1) 場外より進入してくる搬入車両の誘導等の安全管理を徹底する。 

(2) 計量機による搬入（埋立処分）量の把握をする。 

(3) 廃棄物の搬入チェック（埋立不適物の搬入監視）を行う。 

２）埋立作業管理 

(1) 埋立場所等の移動に伴う場内道路の切替え及び搬入車両の誘導ならびに

指示を行う。 

(2) 埋立計画（層状埋立）の遵守及び指導を行う。 

①埋立方法 

・層状にて埋立を行う。 

・廃棄物はブルドーザー等の埋立重機により水平に敷均し、十分に転圧す

る。 

②覆土作業 

・覆土材の調達は、工事発生残土等により必要量を確保する。 

・その日の埋立箇所は、ごみの飛散防止、臭気の発生防止、衛生害虫の発

生防止等のため即日覆土を励行し、廃棄物の露出を防止する。 

・一層あたりの中間覆土厚は、廃棄物層 3.0ｍに対して 0.5ｍとする。ま

た、最終覆土厚も 0.5ｍとする。 

・埋立地上流部の計画埋立完了高さを FH＝41.5ｍ→FH=45.0ｍに上げる前

に、埋立地最下流部の埋立完了面に最終覆土を施す。 

・最終覆土外周に幅 47cm の平場（植生工＋土砂厚み 10cm）を設け、埋立

地外への浸出水の流出を防止する。 

③その他 

・処分場周辺の環境保全上、必要に応じて消毒及び消臭等のため、薬剤の

散布、その他必要な措置を講ずる。 

・埋立中は、埋立地内外周部に小堰堤または素掘側溝を設け、浸出水の流

出防止対策を実施する。 

・埋立地面は、竪型ガス抜き管または埋立地中心部に向けて排水勾配を設

け、浸出水を浸出水集排水管に集水できるようにする。 

 

２．主要施設の管理 

１）雨水集排水施設 

・外周水路、桝、放流渠等の点検、清掃を行う。 

・埋立地上流部の計画埋立完了高さを FH＝41.5ｍ→FH=45.0ｍに上げる前に、

埋立地と外周水路の間の敷地の雨水が埋立地へ流入しないように、外周水路

側に排水勾配を確保する。 

 



   

時　期 区　分 調査箇所 調査頻度 調　査　項　目

１回／月 ｐＨ､ＢＯＤ､ＣＯＤ､ＳＳ､Ｔ－Ｎ

省令に定める排水基準項目

ダイオキシン類

上流 １回／月 電気伝導率､塩化物イオン

地下水等検査項目

ダイオキシン類

下流 １回／月 ｐＨ､電気伝導率､塩化物イオン

地下水等検査項目

ダイオキシン類

１回／３ヶ月 ｐＨ､ＢＯＤ､ＣＯＤ､ＳＳ､Ｔ－Ｎ

省令に定める排水基準項目

（廃止時期） ダイオキシン類

１回／月 ｐＨ､ＢＯＤ､ＣＯＤ､ＳＳ､Ｔ－Ｎ

省令に定める排水基準項目

ダイオキシン類

上流 １回／月 電気伝導率､塩化物イオン

地下水等検査項目

ダイオキシン類

下流 １回／月 電気伝導率､塩化物イオン

地下水等検査項目

ダイオキシン類

１回／年

１回／年

１回／年

放流水

埋立中

浸出水処理施設

放流水

地下水

浸出水処理施設

モニタリング井

モニタリング井

地下水

埋立終了後

モニタリング井 １回／年

モニタリング井 １回／年

１回／６ヶ月

浸出水処理施設
１回／年

浸出水

２）浸出水集排水施設 

・接続マンホール内の堆積土砂を除去する。 

３）浸出水処理施設 

・埋立地上流部の計画埋立完了高さを FH＝41.5ｍ→FH=45.0ｍに上げる前に、 

・冬期間は、浸出水の発生量が少ないため、浸出水の水温低下時の対策として 

浸出水処理施設の運転を停止する。 

・冬期間浸出水処理施設の運転を停止するため、浸出水導水管の凍結防止対策 

として 12 月～4 月の間、導水管路内に滞留している浸出水を浸出水調整池へ 

排水する。 

４）その他設備 

(1) 浸出水調整池、飛散防止柵、計量機、搬入道路、堰堤等の定期点検を実施

し、必要に応じて補修を行う。 

(2) 最終処分場の総括的な管理運営のため、事務所等の維持管理を行う。 

(3) 堰堤、遮水工等の破壊、基準超過時などの事故または、異状が認められた

場合は、その原因を特定し、緊急対策及び恒久対策を検討ならびに実施しま

す。また、事故、異状等の発生時の「連絡体制図」を巻末に添付します。 

 

３．水質検査 

最終処分場の維持管理基準に従い、次の水質検査を実施する。 

 

 

 

 



   

一般廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準（１／３） 

維　持　管　理　基　準 施設計画

１　埋立地の外に一般廃棄物が飛散し、及び流出しな
　　いように必要な措置を講ずること。

　埋立地外周にビニールネットフェンス
(H=3.0ｍ)を設置済みである。即日覆土の
励行。

２　最終処分場の外に悪臭が発散しないように必要な
　　措置を講ずること。

　規定物以外の搬入防止、即日覆土の励
行。

３　火災の発生を防止するために必要な措置を講じる
　　とともに、消火器その他の消火設備を備えておく
　　こと。

　規定物以外の搬入防止、即日覆土の励
行、浸出水調整池の貯留水の利用及び処理
施設内等に消火器を設置する。

４　ねずみが生息し、及び蚊・はえその他の害虫が発
　　生しないように薬剤の散布その他必要な措置を講
　　ずること。

　規定物以外の搬入防止、即日覆土の励行
により対処する。必要に応じて殺そ剤を散
布する。

５　前項第1号の規定により設けられた囲いは、みだ
　　りに人が埋立地に立ち入るのを防止することがで
　　きるようにしておくこと。ただし、第17号の規定
　　により閉鎖された埋立地を埋立処分以外の用に供
　　する場合においては、同項第１号括弧書の規定に
　　より設けられた囲い、杭その他の設備により埋立
　　地の範囲を明らかにしておくこと。

　門扉、ビニールネットフェンスにより部
外者の侵入を防止する。

６　前項第２号の規定により設けられた立札その他の
　　設備は常に見やすい状態にしておくとともに、表
　　示すべき事項に変更が生じた場合には、速やかに
　　書換えその他必要な措置を講ずること。

　施設の管理員により管理を行う。

７　前項第４号の規定により設けられた擁壁等を定期
　　的に点検し、擁壁等が損壊する恐れがあると認め
　　られる場合には、速やかにこれを防止するために
　　必要な措置を講ずること。

　管理員の点検により必要と認められた場
合は、速やかに対処する。

８　埋め立てる一般廃棄物の荷重その他予想される負
　　荷により、前項第５号イ又はロ（(1)から(3)まで
　　を除く。）の規定により設けられた遮水工が損傷
　　するおそれがあると認められる場合には、一般廃
　　棄物を埋め立てる前に遮水工の表面を砂その他
　　のものにより覆うこと。

　埋立が進行し、遮水シートが露出してい
るような箇所はない（現場写真参照）。

９　前項第５号イ又はロの規定により設けられた遮
　　水工を定期的に点検し、その遮水効果が低下す
　　る恐れがあると認められる場合には、速やかにこ
　　れを回復するために必要な措置を講ずること。

　管理員による定期的な点検、地下水の水
質検査により監視する。

10　埋立地からの浸出液による最終処分場の周縁の地
　　下水の水質への影響の有無を判断することができ
　　る２以上の場所から採取され、又は地下水排水設
　　備により排出された地下水（水面埋立処分を行う
　　最終処分場にあっては、埋立地からの浸出液によ
　　る最終処分場の周辺の水域の水又は周縁の地下水
　　の水質への影響の有無を判断することができる２
　　以上の場所から採取された当該水域の水又は当該
　　地下水）の水質検査を次により行うこと。

　維持管理基準に定められた項目及び頻度
で、埋立地上下流のモニタリング井の地下
水質を検査する。
　検査記録については、埋立地廃止まで保
管する。

 



   

一般廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準（２／３） 

維　持　管　理　基　準 施設計画

イ　埋立処分開始前に別表第２の上覧に掲げる項目
　（以下「地下水等検査項目」という。）、電気伝導
　　率及び塩化物イオンについて測定し、かつ、記録
　　すること。ただし、最終処分場の周縁の地下水
　（水面埋立処分を行う最終処分場にあっては、周辺
　　の水域の水又は同縁の地下水（以下「地下水等」
　　という。）の汚染の有無の指標として電気伝導率
　　及び塩化物イオンの濃度を用いることが適当でな
　　い最終処分場にあっては、電気伝導率及び塩化物
　　イオンについては、この限りではない。
ロ　埋立処分開始後、地下水等検査項目について１年
　　に１回（イただし書に規定する最終処分場にあっ
　　ては、６月に１回）以上測定し、かつ、記録する
　　こと。ただし、埋め立てる一般廃棄物の種類及び
　　保有水等集排水設備により集められた保有水等の
　　水質に照らして地下水等の汚染が生ずるおそれが
　　ないことが明らかな項目については、この限りで
　　はない。

ハ　埋立処分開始後、電気伝導率又は塩化物イオンに
　　ついて１月に１回以上測定し、かつ、記録するこ
　　と。ただし、イただし書に規定する最終処分場に
　　あっては、この限りではない。

ニ　ハの規定により測定した電気伝導率又は塩化物イ
　　オンの濃度に異状が認められた場合には、速やか
　　に、地下水等検査項目について測定し、かつ、記
　　録すること。

11　前号イ、ロ又はニの規定による地下水等検査項目
　　に係る水質検査の結果、水質の悪化（その原因が
　　当該最終処分場以外にあることが明らかであるも
　　のを除く。）が認められた場合には、その原因の
　　調査その他の生活環境の保全上必要な措置を講ず
　　ること。

　管理員により、早急に検査、報告等を行
う。

12　前項第５号ニただし書に規定する埋立地について
　　は、埋立地に雨水が入らないように必要な措置を
　　講ずること。

　外周側溝側に排水勾配を設け、埋立地内
へ雨水が流入しないような対策を施す。

13　前項第５項ホの規定により設けられた調整池を定
　　期的に点検し、調整池が損壊するおそれがあると
　　認められる場合には、速やかにこれを防止するた
　　めに必要な措置を講ずること。

　埋立地下流に浸出水調整池が設置済みで
ある。調整池は管理員により、定期的に検
査を実施し、必要に応じた措置を講ずる。

14　前項第５号ヘの規定により設けられた浸出液処理
　　設備の維持管理は、次により行うこと。

イ　放流水の水質が排水基準等に適合することとなる
　　ように維持管理すること。

ロ　浸出液処理設備の機能の状態を定期的に点検し、
　　異状を認めた場合には、速やかに必要な措置を講
　　ずること。

ハ　放流水の水質検査を次により行うこと。

 (1)　排水基準等に係る項目（(2)に規定する項目を
　　　除く。）について１年に１回以上測定し、か
　　　つ、記録すること。

　管理員が設備状況を定期的に確認すると
ともに、毎月水質検査（処理水）を行う。

 



   

一般廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準（３／３） 

維　持　管　理　基　準 施設計画

(2)　水素イオン濃度、前項第５項への表の上覧に掲
　　 げる項目及び窒素含有率（排水基準令別表第２
　　 の備考６に規定する場合に限る。）について１
　　 月に１回（埋め立てる一般廃棄物の種類及び保
　　 有水等の水質に照らして公共の水域及び地下水
　　 の汚染が生ずるおそれがないことが明らかな項
  　 目については、１年に１回）以上測定し、か
     つ、記録すること。

14の2 前項第五号トの規定により講じられた有効な
      防凍のための措置の状況を定期的に点検し、
      異状を認めた場合には、速やかに必要な措置
      を講ずること。

　12月～4月の間は、浸出水の発生量が少
ないため、浸出水処理施設の運転を停止
し、導水管路内に滞留している浸出水を浸
出水調整池へ排水し、防凍措置とする。
　5月の運転再開時、導水管に異状が認め
られた場合は、異状箇所を特定し、配管の
付替等必要となる措置を行う。

15　前項第６号の規定により設けられた開渠その他の
　　設備の機能を維持するとともに、当該設備により
　　埋立地の外に一般廃棄物が流出することを防止す
　　るため、開渠に堆積した土砂等の速やかな除去そ
　　の他の必要な措置を講ずること。

　施設の管理員による定期点検を行い管理
する。

16　通気装置を設けて埋立地から発生するガスを排除
　　すること。

　法面ガス抜管及び竪型ガス抜き管が設け
られている。竪型ガス抜き管は、埋立の進
捗に伴い延長する。

17　埋立処分が終了した埋立地（内部仕切設備により
　　区画して埋立処分を行う埋立地については、埋立
　　処分が終了した区画。以下この号及び次条第２項
　　第１号ニにおいて同じ。）は、厚さがおおむね
　　50cm以上の土砂による覆いその他これに類する覆
　　いにより開口部を閉鎖すること。ただし、前項第
　　５号ニただし書に規定する埋立地については、同
　　号イ(1)(ｲ)から(ﾊ)までのいずれかの要件を備え
　　た遮水層に不織布を敷設したものの表面を土砂で
　　覆った覆い又はこれと同等以上の遮水の効力、遮
　　光の効力、強度及び耐久性を有する覆いにより閉
　　鎖すること。

　埋立が完了した部分から厚さ50cmの最終
覆土を施工する。最終覆土は、表面に排水
勾配を設け、雨水の浸透を抑制する。

18　前号の規定により閉鎖した埋立地については、同
　　号に規定する覆いの損壊を防止するための必要な
　　措置を講ずること。

　施設の管理員による定期点検を実施し、
必要に応じて補修を行う。

19　残余の埋立容量について一年に一回以上測定し、
　　かつ、記録すること

　残余容量を測定し、記録する。

20　埋め立てられた一般廃棄物の種類（当該一般廃棄
　　物に石綿含有一般廃棄物が含まれる場合は、その
　　旨を含む。）及び数量、最終処分場の維持管理に
　　当たって行った点検、検査その他の措置の記録並
　　びに石綿含有一般廃棄物を埋め立てた場合にあっ
　　てはその位置を示す図面をを作成し、当該最終処
　　分場の廃止までの間、保存すること。

　計量機で搬入された埋立廃棄物の重量を
計測し、埋立量の管理を行い、本処分場廃
止まで記録を保存する。

 

 

 



   

維　持　管　理　基　準 対　　　応

１　埋立地からの浸出液による最終処分場の周縁の地
　　下水の水質への影響の有無を判断することができ
　　る２以上の場所から採取され、又は地下水集排水
　　設備により排出された地下水（水面埋立処分を行
　　う最終処分場にあっては、埋立地からの浸出液に
　　よる最終処分場の周辺の水域の水又は周縁の地下
　　水の水質への影響の有無を判断することができる
　　２以上の場所から採取された当該水域の水又は当
　　該地下水）の水質検査を次により行うこと。

　埋立地上下流のモニタリング井戸の地下
水質を検査する。

イ　埋立処分開始前にダイオキシン類の濃度を測定
　　し、かつ、記録すること。

ロ　埋立処分開始後、１年に１回以上ダイオキシン類
　　の濃度を測定し、かつ、記録すること。ただし、
　　埋め立てる廃棄物の種類並びに廃棄物の保有水及
　　び雨水等（以下「保有水等」という。）の集排水
　　設備により集められた保有水等の水質に照らして
　　ダイオキシン類による最終処分場周縁の地下水
　　（水面埋立処分を行う最終処分場にあっては、周
　　辺の水域の水又は周縁の地下水）の汚染が生ずる
　　おそれがないことが明らかな場合は、この限りで
　　ない。
ハ　一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処
　　分場に係る技術上の基準を定める省令（昭和52年
　　総理府・厚生省令第１号。以下「基準省令」とい
　　う。）第１条第２項第10号ハ（同令第２条第２項
　　第３号において例による場合を含む。）の規定に
　　より測定した電気伝導率又は塩化物イオンの濃度
　　に異状が認められた場合には、速やかに、ダイオ
　　キシン類の濃度を測定し、かつ、記録すること。
２　前号の規定によるダイオキシン類に係る水質検査
　　の結果、ダイオキシン類による汚染（その原因が
　　当該最終処分場以外にあることが明らかであるも
　　のを除く。）が認められた場合には、その原因の
　　調査その他　の生活環境の保全上必要な措置を講
　　ずること。

　地下水質に異常が認められた場合は、管
理員等により原因調査・対策を施す。

３　基準省令第１条第１項第５号へ（同令第２条第１
　　項第４号において例による場合を含む。）の規定
　　により設けられた浸出液処理設備の維持管理は、
　　次により行うこと。

　管理員による定期点検、維持管理を行う
とともに、定期的な水質検査を行う。

イ　放流水の水質がダイオキシン類対策特別措置法施
　　行規則（平成11年総理府令第67号）別表第２の下
　　欄に定めるダイオキシン類の許容限度（廃棄物処
　　理法第８条第２項第７号に規定する一般廃棄物処
　　理施設の維持管理に関する計画又は同法第15条第
　　２項第７号に規定する産業廃棄物処理施設の維持
　　管理に関する計画においてより厳しい数値を達成
　　することとした場合にあっては、当該数値）に適
　　合することとなるように維持管理すること。

ロ　放流水についてダイオキシン類に係る水質検査を
　　１年に１回以上行い、かつ、記録すること。

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく維持管理の基準

 

 

 

 

 



   

基　準　の　内　容 計　　画

１　最終処分場が基準に適合（囲い、立札、調整池、
　　浸出液処理設備を除く）していないと認められな
　　いこと。

　最終処分場を廃止できるまで、最終処分
場が基準に適合するよう管理する。

２　最終処分場の外への悪臭発散防止に必要な措置が
　　講じられていること。

　最終覆土を実施する。

３　火災発生防止に必要な措置が講じられているこ
と。

　埋立地における防火対策として、最終覆
土を実施する。また、浸出水処理施設内に
設置された消火器を適正な状態で管理す
る。

４　ねずみの生育、蚊、はえその他の害虫の発生防止
　　のための必要な措置が講じられていること。

　最終覆土を実施する。

５　地下水等の水質検査の結果、基準に適合している
　　こと。

　埋立完了後も地下水等の検査を継続し、
基準に適合していることを確認する。

６　保有水等集排水設備に集められた保有水等の水質
　　が、次の項目・頻度で２年以上の間、排水基準等
　　に適合していること。
　　(1) 排水基準等の項目を６月に１回以上測定する
　　　こと。
　　(2) ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＳＳを３月に１回以上測定
　　　すること。

　埋立完了後も定められた頻度で浸出水の
水質を計測し、排水基準等に適合している
か否かを確認する。

７　埋立地からのガスの発生がほとんど認められな
い。
　　又はガスの発生量の増加が２年以上にわたり認め
　　られないこと。

　既存のガス抜き管を利用して、３ヶ月に
１回発生ガスの計測を行う。

８　埋立地の内部が周辺の地中温度に比して、異常な
　　高温になっていないこと。

　既存のガス抜き管を利用して、埋立地内
の内部温度を計測し、周辺の地中温度と比
べ、高温になっていないことを確認する。

９　概ね50cm以上の覆いにより、開口部が閉鎖されて
　　いること。

　埋立が完了した部分に厚み50cmの最終覆
土を実施する。

10　雨水が入らず、腐敗せず保有水が生じない廃棄物
　　のみを埋め立てる処分場の覆いについては、沈
下、
　　亀裂その他の変形が認められないこと。

　該当しない。

11　現在の生活環境保全上の支障がないこと． 　埋立地上下流のモニタリング井戸の地下
水等を計測し、最終処分場周辺の環境へ支
障を与えていないことを確認する。

一般廃棄物の最終処分場の廃止基準 

 

 

 



   

住 民 課 長 業 務 総 括 責 任 者 維 持 管 理 部 長

猿払村一般廃棄物最終処分場緊急動員表

平 成 31 年 4 月 1 日

猿 払 村 役 場 猿 払 村 環境 衛生 施設 ㈱ テ ク ノ ス 北 海 道

坂 本 秀 喜 増 田 信 吾 津 川 宣 之

猿払村鬼志別西町208番地 猿払村鬼志別246-12 旭川市北門町17丁目2155-95

携帯　080-1886-6254 携帯　090-1524-6058 携帯　090-1891-6196

住 民 課 長 補 佐 技 術 員 維 持 管 理 部 副 部 長

大 西 み ど り 藤 本 則 洋 橋 本 良 寛

猿払村鬼志別北町 猿払村鬼志別西町74 旭川市東光9条5丁目1-11

携帯　080-5583-7449 携帯　090-7643-2582 TEL  090-3394-7359　

住民課生活環境係長 技 術 員 維 持 二 課 長

伝 法 谷 征 紀 植 苗 雅 由

川 村 一 一 河 田 将 人 小 林 正 克

猿払村鬼志別西町 猿払村鬼志別南町475-19 枝幸郡浜頓別町緑が丘2

携帯　090-1646-4855 携帯　090-3773-3945 TEL  080-9000-5540

技 術 員 維 持 二 課 長 代 理

携帯　090-1870-6309

猿払村鬼志別南町475-19 枝幸郡枝幸町幸町

携帯　090-9525-3030 TEL  080-1865-3823　

技 術 員

吉 田 公 司

猿払村鬼志別西町74

携帯　090-2874-5771

技 術 員

吉 田 拓 哉

猿払村浜鬼志別4731-2

作 業 員 作 業 員

大 塚 愛 子 工 藤 美 千 代

猿払村鬼志別東町143番地 猿払村鬼志別246番地1

携帯　090-7054-9498 携帯　090-3391-7570

 


